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いときは、発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすること

ができる。 

３　第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告を

し、その期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に

応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することが

できる。 

⑴　履行の追完が不能であるとき。  

⑵　受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

⑶　工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の

期間内に履行しなければ契約をした目的を達することができない場合にお

いて、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

⑷　前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても

履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

 

（発注者の任意解除権）  

第 46 条　発注者は、公共施設の工事が完成するまでの間は、次条又は第４８条

の規定によるほか、必要があるときは、この契約を解除することができる。 

２　発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に

損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（発注者の催告による解除権）  

第 47 条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期

間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を

解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履

行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限り

でない。 

⑴　正当な理由なく、本件業務に着手すべき期日を過ぎても当該各業務に着

手しないとき。 

⑵　履行期間内に完成しないとき又は履行期間経過後相当の期間内に本件業

務を完成する見込みがないと認められるとき。 

⑶　第 10 条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 

⑷　正当な理由なく、第４５条第１項の履行の追完がなされないとき。 

⑸　前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

 


